
【論説】

中小都市・特別区などによる住民意識調査

の実施状況の地域別特徴
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１．はじめに

毎年多数の住民意識調査が，都道府県・市区町村など地方自治体によって実

施されていることはよく知られている。しかし，回収率が低い調査は少なくな

い。その場合には調査結果から得られる情報の価値の相当部分が損なわれてし

まう。

筆者は，ここ数年住民意識調査の実施状況を，町村味合併協議会による調査，

都道府県・政令指定都市による調査を中心に，実施方法および回収率の水準に

焦点を当てて考察してきた')。

他方，2000年頃からインターネット・サイトへの住民意識調査の結果の収

録は本格化していた。そのため全国に所在する地方自治体による住民意識調査
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（llllI1）

表１－１都市・特別区のサイトに収録された住民意識調査

2008年３月6）

(特定分野に関する

調査は除外）

１７

４３

１５

６７

９

１２

１３

２

１２

検索の時期

調査主題の分野

2002年２月

(分野は限定せず）
自治体の種類

蚕三ご珸悪両〒F１

政令指定都市

以外の市

刑
一
〃
｜
Ｗ
｜
〃
一
冊
一
Ⅲ
｜
川
一
町
一
Ｍ

東京の特別区

別
一
路
一
路
一
ｍ
｜
、
｜
旧
一
肥
一
脂

自治体総数は2001ｲＩｉ５１ｊおよび2008年３月現在。総務省｢|治行政局（2008b）による。
サイトを複数開設している''１治体がある。2002年のカウントは地方自治情報センター
による。2008年は地方自治情報センター（2008）の2008年４月４日現在のカウントに
よる。

他に事務組合などＴＩj町村連合体のサイトが2002年には51,2008年には59.
1999年以降実施分に限定。５)東京圏は東京都と周囲３県。
政令指定都市の行政|え単位の調査は除外。

l）

2）

3）

4）
6）
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

の実施状況の把握には，実施主体が提供するインターネット・サイト上の情報

の利用が有力な手段となった。筆者が調査結果の検索を開始した2002年２月

頃には政令指定都市・一般の都市・特別区による調査結果の収録件数は表1-1

に示すようにすでに合計300件以上に達しており，一般の市では東京圏所在の

市・区による調査が相当な比率を占めていた。また，2008年２～３月に実施し

た特定分野に関する調査を除く同様の検索（詳細は後述）でも900件近くの収

録が確認できた。この検索で把握した調査結果においても東京圏など大都市圏

所在の市区による調査は大きな比率を占めていた。

本稿では，これまでの論考において主な考察対象の比較対象として副次的に

しか取り上げなかった政令指定都市以外の中小都市・東京都の特別区などによ

る住民意識調査の実施方法と回収率の水準を主にインターネットを利用して入

手した情報を利用して考察する。なお，政令指定都市の相当数の行政区では区

民を対象に各市の市域全体を対象とする意識調査と同様のものを実施している

ので，以下ではこれらの調査も考察の対象に含める。

さて，東京圏をはじめとする３大都市圏の市区町村では所在都道府県内外か

ら多数の転入者を継続的に受け入れている2)。住民にとって市区町村は都道府

県と比べて身近な存在であり，市区町村が提供するサービスおよびその利用

料・税負担などの適否は切実な場合が多い。大都市圏では'１１居住地域や通勤先

との比較などから，人口移動が少ない農村色が濃い地域と比べて住民の行政サ

ービスへの視線は厳しくなると考えられる。そこで本稿では中小都市のうち大

都市圏所在の市区による住民意識調査を中心的な考察対象とする。なお，本稿

では大都市圏を東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）・大阪圏（大阪

府・京都府・兵庫UTL・奈良県）・名古屋圏（愛知県・岐阜県・三重県）に限定

する3)。

ここで住民の自治体当局の活動に対する評価について全国的な状況を簡単に

みておこう。表1-2は，読売新聞社が2006年に全国を対象に実施した地方自

治体の行政サービスに関する世論調査の地域別の調査結果である。高齢層と町

村部を除いて，行政に対して批判的な意見が圧倒的に多いことがわかる。
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（IlllH）

表１－２「住民の意見の行政サービスへの反映」についての判断

問）「あなたは、今お住まいの市町村の行政について，住民の意見

行政サービスに反映されていると思いますか」

（単位：％）

（１）そう思う（２）そうは思わない（３）答えない

２８．６６１．８９．６全国

年齢

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上
５
１
６
８
７
７

●
●
●
●
●
●

４
７
７
７
６
８

２
２
２
２
２
３

63.0

649

64.5

61.4

63.9

51.7

５
０
８
８
４
６

●
●
●
●
●
●

２
８
７
０
９
９

１
１

地域'）

大都市

中核都市

中都市

小都市

町村

27.2

25.2

29.9

25.9

37.8

64.0

63.2

61.7

63.4

539

8.7

11.6

８４

１０．７

８．３

l)大都市は東京23区と政令指定都市。中核都市は人口30万人以上の市。

中都市は人口10万人以上の市。

・調査日＝2006年１月21,22日

・対象者＝全国の有権者3000人（250地点、層化2段無作為抽出法）

・実施方法＝個別訪問面接聴取法・有効回収数＝1805人（回収率602％）

・出所「地方自治に関する読売新聞社全国世論調査」

読売新聞社「東京読売新聞朝刊」2006年２月８日付

上記のデータのうち紙面に掲載された全国に関する結果以外のものは，

読売新聞社世論調査部に提供を受けた。

また，行政側でも行政活動に関する評価（満足度）および行政施策に関する

重要度の評価に関する意識調査の結果を直接的な形で利用しようとする動きが

最近大都市圏所在の都市を中心に広がっている4)。
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'１１小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（''１田）

注

l）

2）

山田（2002）山ｌＨ（2004b）山川（2004c）山田（2006）山田（2007a）ほか。

総務省統計局による2007年「住民基本台帳人口移動調査」によれば，１年間の

自都府県内他市区町村および他都道府県からの転入者数の総人口旧年３月末

現在）に対する比率が東京圏では４都県全部において，大阪圏では大阪府・京

都府において，名古屋圏では愛知県において，全国での比率（４３％）を上kjl

っている。この比率は東京都では６．７％に達しており，同じ状況が続けば，５年

間で以前からの居住者の約３分の1に相当する新住民が転入することを意味す

る。総務省統計局（2008）

3大都市圏の居住人口の全国総数に対する比率は，２００５年１０月時点の国勢調

査によれば，５０２％であった。総務省統計局（2007）

総務省自治行政局（2008a）参照

3）

4）

2．考察対象の範囲と把握方法

ここで本稿の考察対象の範囲と実施された住民意識調査の把握方法について

述べておこう。

筆者は，住民意識調査の実施状況に関する上記の一連の論考において回収率

の水準に影響を与えている要因を中心に分析を進めてきた。同収率の水準には

調査の方式・調査事項・対象者の属性などが強い影響を与えている可能性が高

い。特に調査事項が特定の分野に限定された調査では，対象者の範囲が特定の

年齢層・特定の行政サービスの利用者である場合が少なくなく，このことが回

収率の水準にも影響している場合が多いと考えられる。

そこで本稿では，考察の対象を一般の成人住民を対象に当該自治体行政の一

般的な問題を含む住民生活全般に関わる意識・意見を問う項目を含む調査に限

定した。したがって，特定の個別分野の事項に関するかなりの件数')の調査を，

今回の考察の対象からは除外したことになる2)。

このような特定の分野の事項に関する調査は，中央からの補助金が支給され

る大規模な事業などの開始前の特定の年次に集中して実施される傾向があ

る3)。ただし，同一の名称のもとで毎年度継続的に実施されている調査の１回

－６３－



中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

分の内容が特定の分野に関する事項である場合は以下では考察の対象に含め

た。調査の主題が一般的なものであるか否かの判断を一義的に行うことは困難

であるので，回答に対する意欲が対象者の属性によってあまり異ならないと予

想される調査は考察対象に含めた。その結果，その市・区による総合計画・

｢まちづくり計画」などに関連する調査はほとんどが考察対象に含まれている。

なお，本稿が考察の対象とする調査主題が一般的なものである調査は，内閣府

『世論調査年鑑』の主題分類の中では「地方自治行政問題」というカテゴリー

に分類されているものにほぼ相当すると考えられる。

また，調査対象者の属性の点では，一般の成人住民に限定した調査および成

人に近い年齢層の未成年者を対象とする調査に考察の対象を限定した（最高年

齢層を除外する調査は含めた)。さらに，このような一定年齢以上の一般住民

などを対象とした「本体調査」の「並行調査」と呼ぶべき特定属性の個人・組

織（中高生・転出者・転入者・通勤者.近隣市町村の住民・事前の応募者から

任命される「モニター｣4）・地域内所在の事業所・団体・企業の役員など）を

対象とする調査も除外した。

なお，上記のような全般的な調査内容を持つ住民意識調査の担当部門は，ほ

とんどが市区の広報・広聴部門および企iuli部門である。

このような市区による住民意識調査の全国的な実施状況および個別調査の結

果の把握には，数年前までは内閣府政府広報室が編集する「世論調査年鑑」以

外には容易に利用できる資料源は存在しなかった（この年鑑が掲載対象とする

調査は地方自治体のうち都道府県・市および東京都の特別区によるものであ

る)。しかし，『世論調査年鑑」の掲載内容は住民意識調査を実施した都市の地

域属性・個別調査の実施状況に関する情報などの点で十分なものとはいえな

い5)。たとえば，実施主体の都市が大都市圏所在か否か，どの程度の規模の都

市か，具体的な計画標本数6）．対象者の年齢の下限7)などについての情報は，

一部の調査に限られている。個別調査に関する最近の掲載状況を具体的に述べ

れば，1年度あたり600件～900件の実施が報告されている市区による調査の

うち個別調査の情報まで収録されているのは，１００～300件前後の調査に限ら

－６４－



中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

れている8)。

さらに外国籍住民の対象者からの除外の有無・実地調査の日数・郵送調査に

おける督促実施の有無などについての情報は内閣府政府広報室が『世論調査年

鑑』に掲載するために毎年実施する照会の項目には含まれていない。

なお，「世論調査年鑑』のような全国を対象としたものではないが，次の２

つの県に所在する市町村については住民意識調査の最近の実施状況に関する調

査結果が利用できる。千葉県総合企画部（2007）によれば，千葉県所在の都市

では2004年度～2006年度において各年度とも半数前後9)の都市が「世論調査」

を実施している。また，長野県世論調査協会（2007）によれば，長野県所在の

都市では2006年度に１９市中１５市が住民意識調査を実施している'0)。

今回の検索は，2008年２～３月に行った､)。個別調査に関する情報の把握方

法としては，一般の検索エンジン'2)が提供している「キーワード」検索によ

って調査主体が自サイトに収録した情報にアクセスする方法を主に利用した。

一部の政令指定都市および東京都・神奈川県所在の都市・特別区による調査に

ついては印刷報告書も参照した'3)。2006年３月までに実施された－部の調査に

ついては，「世論調査年鑑』の掲載情報も利用した。なお，各都市の地元紙・

全国紙の地方版に掲載された住民意識調査に関する記事をデータベースを利用

して参照したが，調査方法に関する情報が欠けている場合が多かった。

つぎに本稿において主に利用するインターネット・サイトの検索によって得

た情報と従来の主な資料源であった「世論調査年鑑」の掲載情報を比較してお

こう。

表2-1に過去数年度分の『世論調査年鑑』作成のために内閣府政府広報室が

実施した照会により把握された調査件数および今回の検索によって把握した調

査件数を対比した（2005年度実施分を収録した2007年６月発行分が2008年３

月現在の最新版である)。実施主体のインターネット・サイトに結果が収録さ

れていた調査の件数は，2000年代初めには上記の照会による把握件数を大幅

に下回っていたが，2005暦年実施分の把握数は，３か月の相違はあるものの

｢世論調査年鑑｣が掲載している2005年度実施分の件数にかなり近づいている。

－６５－



中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（ll11H）
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中小都市・特別|Ｘなどによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

インターネットを利用した結果の公表が最近かなり一般化しており，『世論調

査年鑑』が把握している最近の調査結果の大部分は実施主体が設けたサイトに

収録されていると考えてよいだろう。なお，『世論調査年鑑』ための照会の把

握対象は計両対象者数が500人以上の調査であるが，今回の検索において把握

した調査の中でこの下限を下回るものは1件（400人対象）だけであった'4)。

注

ｌ） 後掲表２－１に示した「Ilt論調査年鑑」の把握によれば，本稿において考察の対

象から除外した特定分野に関する調査は2000年度以降1年度あたり５００～８００

件が実施されている。

今Lilの考察から除外した特定の個別分野に関する住民意識調査には，調査対象

者の属性に関して限定が少ない分野と限定が多い分野がある。すなわち，調査

対象者の属性の限定が少ない分野では市町村合併・男女共同参画・景観・交

通・健康・情報化・環境・広報・水道などであり，調査対象者の属性の限定が

多い分野では次世代支援・介護・教育などである。

111野（2002）は，特定年度に特定のテーマの調査の実施が増加する例として

200()年度の「老人保健福祉計illli」策定などのための「高齢者・人口問題」「保

健・医療問題」をテーマとする調査の増加，「まちづくり総合支援事業」補助

金活111による「都市問題」をテーマとする調査の増加などを挙げている。

モニター調査は，「並行調査」としてではなく無作為抽出による住民意識調査

とはまったく別個に実施されている場合が多い。

このほか日本広報協会による「市区町村広聴活動調査」によれば，2002年度～

2004年度においてアンケートあるいは世論調査を実施した全国の市区町村は各

年度において４００～500前後となっている。ただし，この調査の結果では「市

区」と「町村」を区分したデータは利用できない。１１本広報協会（2005）

計iiiii標本数は４つのl幅広いカテゴリーにしか区分されていない。

｢特定年齢層の一般男女」という分類に含まれている。

平成１８年度版では2005年度に市・区によって実施された調査787件が報告さ

れているが，個別調査の実施方法・回収率などの情報はこのうち３１６件につい

てだけが，また個別調査の集計結果は３９件分だけが掲載されている。

2004年度には県内３３市中１９市が，２００５年度には３３市中１８市が，２００６年度

には３６市中１８市が「世論調査（またはアンケート)」を実施している。千葉県

総合企、i部（2007）

時期が少し古いが，大谷（2002）は大阪府所在の都市が1990年代に実施した

2）

3）

4）

5）

１
１
１

６
７
８

9）

１０）

－６７－
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多数の住民意識調査の実施方法・調査内容などを詳細に分析している。

11）検索期間中に調査結果への再アクセスが不能となったものもあるが，カウント

には含めた。また，2007年の年末近くに実施された調査の一部の結果が未発表

と考えられる（2007年１２月実施分の把握数は６件と同年４月～１１月の各月の

実施件数１３～２５件と比べて少ない)。

１２）一般の検索エンジンのほか地方自治情報センターがインターネット上で提供す

るデータベース「地域発見」も利用した。

１３）神奈111県小'１１原市による調査については，同市サイト収録の情報のほか総務省

自治行政局のサイト収録の情報を参照した。総務省自治行政局（2008a）

14）東京都東大和市による2005年実施の調査。

3．最近の住民意識調査の実施状況と調査結果の公表状況

本節では主に今回の検索によって把握できた住民意識調査の実施状況を概観

する。

今回の検索は調査の名称を「キーワード」として利用したものである。そこ

で住民意識調査の名称において使用されている類型の状況を確認しておこう。

表3-1は，今回の検索によって把握できた住民意識調査のうち各市区の最新調

査分について正式名称別の件数を市区の所在地域別に示したものである。同一

名称の調査を長期間に継続的に実施している市区の影響を回避するために各市

区の最新実施分だけを選んだ。

「意識調査」が半数近くを占めており，「アンケート」が２番目に多く，両者

で全体の８割近くを占める。「アンケート」は，正式名称のほかに別称として

用いられている場合がある。地域的には「意識調査」は東京圏所在の都市およ

び３大都市圏以外に所在する政令指定都市・県庁所在都市による調査において

多く，「アンケート」は３大都市圏以外の政令指定都市・県庁所在都市以外の

中小都市による調査に多い。３大都市圏以外の都市では「アンケート」は「意

識調査」などと比べて住民に広く浸透している用語と受け取られているのであ

ろう。大阪圏・名古屋圏所在の都市では，両者はほぼ同数である。

３位と４位の「世論調査」と「意向調査」は，１位と２位に比べてかなり少

－６８－
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（|[1田）

ない（｢意識・意向調査」は「意向調査」に含めてカウントした)。「世論調査」

は主に東京圏の早い時期から継続的に実施されている調査に多い')。「意向調

査」は主に３大都市圏以外において用いられている。

５位の「満足度調査」という名称の調査は増加傾向にあり，2001年には宮城

県多賀城市の調査だけであったが，2007年には２０市区（うち９市区が３大都

市圏所在）の調査の名称に採川されている｢，「満足度調査」という名称の調査

は，その結果の主な利用目的が行政活動の評価である場合が多い。正式名称に

｢満足度」が含まれていない調査にも調査項目に行政活動に対する「満足度」

を含むものがある（｢満足度・重要度調査」「納得度調査」は「満足度調査」に

含めてカウントした)。

「その他」には上記のうち「満足度調査」を除く４タイプを組み合わせた

｢意識アンケート」「意向アンケート」および上記５タイプと類似の「ニーズ調

査」「課題調査」「評価調査」および上記５タイプとは重ならない「実態調査」

｢実感調脊」などが含まれている2)。

なお，調査の正式名称は，近隣の市区による調査と共通のものが全般に多

い。

すでに指摘したように，調査事項を特定分野に限定しない調査は総合計画と

関連したものが多い。表3-1には各市区の調査のうち最新実施分について調査

事項がその都市の総合計画に関連するものの件数も示した。全lJilで最近実施さ

れた500件余りの調査のうち約340件の調査の内容が総合計画に関連するもの

となっている。地域的には３大都市圏以外の都市による調査において総合計画

関連の内容を持つ場合が多いが，特に政令指定都市・県庁所在都市以外では約

9割に達している。他方，３大都市圏では大阪圏・名古屋圏・東京都の政令指

定都市以外の都市では６割程度に達しているが，政令指定都市以外の県庁所在

都市・政令指定都市の行政区では２割前後となり，政令指定都市・東京都の特

別区にはまったくみられない。全般に都市の規模が大きくなるにつれて総合計

画に関する調査の収録が減少しており，逆に小規模な都市では総合計画関連以

外の住民意識調査の収録はかなり少ないといえる。
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中小都市・特lillⅡＸなどによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（''１田）

つぎに住民意識調査の収録件数の推移をみてみよう。表3-2は，今回の検索

によって把握できたサイト上に結果が収録されている住民意識調査の2000年

以降の年次別の件数を調査主体の所在地域別・都市規模別に示したものであ

る。収録件数のカウントは調査結果自体が収録されている場合だけに限定し，

特定の項目の調査結果を部分的に引用しているものや調査実施の事実だけに触

れたものは除外した。

後の年次ほど急速に件数が増加しており，特に３大都市圏所在都市による調

査結果の収録が他の地域より早く始まっていることがわかる。2005年以降は，

3大都市圏以外の地域所在都市による調査でも３大都市圏所在都市によるもの

とほぼ同数のものが毎年収録されている。

ここで市区の総数自体を地域別にみておこう。市町村合併の大きな動きが収

束し始めた2006年以降の時期には，全国の市・東京の特別区の総数（政令指

定都市の行政区を除く）は800前後で推移しており，あまり大きな変化はみら

れない3)。表３－２の下部に2007年４月１日現在の市区数を掲げた。ただし，

2007年４月１日に政令指定都市に昇格した２市には同時に行政区がそれぞれ設

置されたので，政令指定都市の行政区は15増加して合計163となった4)。２００７

年４月現在の全国の市区・行政区を地域別に見ると，合計約970のうち３大都

市圏所在の市区および政令指定都市の行政区は約４１０を占めている。他方，３

大都市圏以外に所在する市は約560（このうち比較的大規模な都市である政令

指定都市・県庁所在都市は40）となっている。

つぎに住民意識調査結果の各都市が設けたサイトへの収録件数を，実施主体

の所在地域別にみてみよう。まず３大都市圏内では，政令指定都市・東京都の

特別区では市区数（4市・２３区）の３倍以上の調査結果が，政令指定都市以外

の市では市数（117市）の約１５倍の調査結果が，政令指定都市の行政区では

行政区数（38市）とほぼ同数の調査結果が収録されている。

３大都市圏以外の地域所在の市・区では，政令指定都市（８市）では市数の

約４倍が，県庁所在都市では市数（40市）の約１５倍の収録件数となっている

が，その他の都市では市区数（517市）の約７割の収録件数である。

－７１
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

したがって，この時期に収録されている住民意識調査の件数は，３大都市圏

に所在する都市の方が全体として多いといえる。また，住民の意識などが大都

市圏内の都市と共通`性が高いと考えられる３大都市圏に隣接する北関東３県・

静岡県・滋賀県所在の都市のサイトも大半が３大都市圏内の中小都市に近い件

数の調査結果を収録している。

さて，このような調査結果のインターネット・サイト上での公表が蓄積され

れば，過去の調査結果の利用と時系列比較も容易になる。そこで，個別の市区

ごとに調査結果の収録状況をみてみよう。

表3-3は，個別の市区のサイトごとに調査結果が収録された件数を示したも

のである。ここでは同一年次内に同一の名称の調査の一部として複数回の調査

を実施して調査結果を収録している都市(札幌市・川崎市・名古屋市．京都市）

による調査については，ｌ年次分を１回とカウントした。

３大都市圏内所在の市区は政令指定都市の行政区を除いて一般に収録回数が

多い。なかでも東京都の特別区は収録回数が多く，１回しか収録していないの

は５区だけである。その他の都市では収録している都市の半数が１回だけの収

録である。政令指定都市の行政区では収録している区は横浜市．さいたま市．

川崎市が大部分であＩ)，その約７割が1回だけである。全般に都市による相違

が大きいといえる。

大阪圏と名古屋圏に所在する都市では半数が１回だけの収録で，東京圏ほど

収録回数は多くない。

３大都市圏外の都市では，政令指定都市を除いて収録同数が少ない。政令指

定都市では収録している７市のうち２回以上の収録が６市を占めている5)。政

令指定都市を除く県庁所在都市では収録している市の約半数がｌ何だけの収録

であり，その他の都市でも収録している市の約７割が1回だけの収録である。

全体として,大都市圏の内外を問わず規模の大きい都市ほど収録回数が多く，

小さい都市では収録回数が少ないかまたは皆無という傾向がみられる6)。上述

のように1年度内に複数回実施している場合がすべて政令指定都市であること

を考慮すれば，都市の規模による収録回数の差はさらに大きくなる。大都市ほ
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L'１小都市・特別区などによる住比意識調査の実施状況の地域別特徴（'11}}{）

ど調査の実施件数が多く，インターネットへの収録も早い時期に始まったこと，

中小都市では新しい調査結果収録の際に以前の調査結果がサイトから削除され

てしまう場合があることが相違の理由であろう。

注

l） 2007年までに３０１u１以上の実施が確認できた調査１５件のうち「世論調査」は１１

件をiLiめ，「意識I凋査」（福岡UiL久留米iIj・東京都台東Iえ）・「アンケート」（愛

知UiL騨南市）・「意向調査」（東京都杉並区）は少ない。「１１t論調査」は，早い時

期に開始された調査において多く１１]いられているといえよう。

_上記５タイプとは共通性が全くない端称の調査が，今''１|の検索によって把握で

きなかった可能性がある。

全国の都市の数は，2003年度～2005年度には市町村合併による町村からの昇

格などを反映して各年度における増加はそれぞれ１８市，４４市，４０市と大幅な

ものであったが，2006年４月２１－１以降は少数の増力l］（2()()８年３月までに４市噸）

にとどまっている。

2007年年初時点の|]治体数は780市．２３特別区，同年年末時点では783市．

23特別区であり，Iil年４月に設置された政令指定都市の行政区は新潟市に８ｌｘ，

浜松市に７区である。

Illl台市では同TIjのシンクタンクである仙台都市総合研究機構が1998年度～

2006年度に住1t意識調査を実施していたが，2007年度から仙台市'1身が実施

ｉｆ体となってli1様の調査を実施し始めた。この調査結果は，表3-1以下のカウ

ントには含めていない。

1990年代以前に実施された調査結果をサイトに収録している市区は次の都市を

除いて少ない。新潟県新潟市は1969年実施分から，静liYI県富士市は1970年実

施分から，札幌１１ｊ・福岡県久留米iIjは１９９７年実施分から，東京都'１１野区は

1999年実施分からサイトーヒに毎年実施した調査結果を収録している（新潟市・

久留米市の初期の調査結果は広報紙の記事だけがサイトに収録されている)。

2）

3）

4）

5）

6）

４．２００７年に実施された住民意識調査の実施・回収状況の特徴

すでに指摘したように，市町村合併に関する判断が市町村当局に求められて

いた2002年～2005年前後の時期には特定の合併案自体の是非および合併後の

｢新市建設計画」「総合計画」などへの住民の意見の反映などを目的に掲げて多
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

数の住民意識調査が集中的に実施された。住民の側でも調査内容への関心は一

般に高かったとみられる。したがって，この時期に実施された一部の調査の実

施状況・回収状況は，他の時期とは相当に異なると考えられる。

そこで本節では，最近合併を経験した都市の場合でも大多数が２年以上は経

過した２００７年に実施された調査に限定して市・東京都の特別区および政令指

定都市の行政区によって実施された住民意識調査の実施・回収状況の特徴をい

くつかの側面から考察する。

2007年には，同一都市による複数の調査を実施している場合や（前節で述

べたように大都市による調査に多い）同一名称の調査を複数回実施している場

合を全体で１件と数えても，約180件の住民意識調査が実施されている（表3-

2)。以下の考察では同一都市が2007年に複数の調査を実施している場合や同

一名称の調査を複数回実施している場合には，実施時期が最も遅い調査だけを

分析の対象とした。なお，今回の検索では2008年１月以降に実施された調査

の結果公表も５件')確認したが，以下の考察では除外した。

（１）調査対象者の属性

まず調査対象者の属性からみておこう。表4-1には，対象者の属性（世帯か

個人かの別，個人の場合の年齢の下限）別の件数を示した。対象者は「個人」

が圧倒的に多く，「世帯」は兵庫県洲本市・東京都武蔵野市2)によるものだけ

である。両市による調査では世帯内の回答者を指定していない。山田（2006）

などにおいてみた市町村合併に関する意思決定を迫られていた農村色の濃い地

域での調査では，かなりの数の住民意識調査の対象が「世帯（の代表者)」で

あったのとは対照的である。

対象者の年齢の下限は「20歳」が約３分の２を占めており，これに高校卒業

以上に相当する「１８歳」および中学卒業以上を意味する「１５歳」「１６歳」が

次ぐ。３大都市圏以外に所在する都市による調査に「20歳」以外を下限とする

ものが多い。３大都市圏以外に所在する都市では若い年齢層を対象者に含めよ

うとする指向が強いといえる。農村色の濃い地域におけるこのような傾向は市

－７６－
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

町村合併関連調査においてもみられた。他方，３大都市圏では「２０歳」以上が

4分の３を占め，特に東京都の特別区では「20歳」以上が圧倒的に多く，「２０

歳」以外は杉並区によるもの（下限は「１８歳｣）だけしかない。

他方，対象者の年齢に上限を設定している調査は，2007年実施分では９件

しかない（全市区の最新実施分の調査の中では１９件)。上限の年齢は「74歳」

と「79歳」がほとんどである。地域的には，東北地方所在の都市による調査

に上限を設けているものが比較的多い。

さらに，外国籍住民を対象者に含めている調査は，2007年実施分では22件

(全市区の最新実施分の調査の中で52件）あり，関東以西の政令指定都市およ

び近畿地方・神奈川県の中小都市に多い。このような外国籍住民を対象者に含

める扱いは増加傾向にある。

なお，中部地方所在のいくつかの都市において「３か月以上居住」などの制

限を対象者に設けている場合がある（愛知県豊田市・同知立市，岐阜県岐阜市，

静岡県焼津市，長野県諏訪市)。調査対象者のこのような絞り込みの理由は，

選挙権付与の要件であること，居住が一定期間に達して地域に関心を持つよう

になった層に限定するということや前年度の行政活動の評価にはある程度の居

住期間が必要と判断したということではないかと推測される。

表4-1の下部には2007年に実施された総合計画関連調査の地域別件数を示

した。小規模な都市ほど総合計画関連調査の実施件数が多いという表3-1と共

通の特徴がみられる。

（２）調査対象の選定方法と対象者数の規模

ほとんどの調査において無作為抽出標本を対象者とする方式が採用されてい

る。全数調査方式は「世帯」を対象者としている上述の２市（東京都武蔵野

市・兵庫県洲本市）だけである。

対象者抽出用の母集団リストは，ほとんどが住民基本台'帳である。対象者に

20歳以下を含めている場合には，住民基本台帳を利用せざるを得ないが，２０

歳を対象者年齢の下限としている場合も，選挙人名簿を利用している調査は少
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

数（愛知県碧南市・静岡県沼津市など）である。住民基本台１帳は，市区自身が

管理しており，実地調査直前のものが利用できるので，更新が頻繁ではない選

挙人名簿を利用する場合とくらべて対象者の転出・死亡などによる実地調査に

おける調査不能の発生を少なくできる。

表4-2は，計画された調査対象者数別の件数を示したものである。大都市圏

内外を問わず，３０００～5000人規模の調査が最も多い。東京都の特別区では，

対象者数の規模が小さい調査が多い。対象者の総数は，都市内の地域別集計・

年齢別集計などを行った際に各区分に一定数以上の回答者が確保できることに

配慮して設定されていると考えられる。大部分が3000,5000などの端数がな

いものである。少数の調査ではあるが，抽出総数ではなく抽出率を基準として

成人全体の1％，３％という端数のない形に設定しているものがある。

後掲表4-3に示すように，面接調査および訪問回収による方式のi1iil査は東京

圏に限られている。その場合の対象者数は横浜市（5000人）を除き，大部分

が2000人以下であり，郵送調査と比べて規模が小さい。後に示すように，調

査員が訪問する方式の調査は，郵送調査と比べて相対的に高い回収率となるの

で，一定数以上の回収が期待できる。もちろん対象者１人あたりの経費が往復

郵送調査と比べて高いことが，標本規模が小さくなる要因ではある。

（３）調査票の配布・回収方式

表4-3は，調査票の配布・回収方式別の件数を示したものである。なお，調

査報告書の「調査の概要」などに「郵送」と明記されていない場合も，調査票

などに「投函」「発送」と表記されているものは「往復郵送」に含めた。

2007年に実施された約180件の調査のうち「往復郵送」は約160件（個別調

査の回収率は２６～６７％に分布）と圧倒的に多く，残りのうち約半数も「郵送

配布・訪問|｢］収」（lT163～９０％）・「訪問配布・郵送回収」（|司１４～３７％）と

いう往復の一方が郵送による調査である。郵送の過程を含まない「訪問配布・

訪問回収（留置き)」（同７８～９１％）・「面接」（同７４～８９％）は合わせて６

件しかない。「調査方法不明」の５件の調査については，ｌｎｌ収率の水準（大半
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中'１､都市・特別|Ｘなどによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山１１１）

が４割台）からみて大半が郵送調査ではないかと推測される。

地域的には，「往復郵送」以外の調査は，東京圏，特に東京都の特別区に集

中している。大都市圏外の都市による調査では，ほとんど「往復郵送」が採用

されている。

（４）郵送調査の回収状況

つぎに採用数が最も多い往復郵送法による調査のli11収率の水準をみてみよ

う。上述のように他の方式による調査の回収率は全般に往復郵送法よりも高

い。

表4-4は，往復郵送法による調査の回収率を地域別に示したものである。表

4-4における回収率は，「発送総数」に対する「無効回収分を含む回収総数」の

比率とした（ほとんどの調査報告書では集計に利用できた調査票を「有効回収

分」と呼んでいる)。ただし，各自治体が発表している'''１収率が，対象者の転

居などによる「配達不能分」を「発送総数」から除外して計算した回収率や

｢有効回収率」だけを発表している場合は，そちらを採用した。「発送総数」に

対する「配達不能分」および回収された調査票が白紙などのために集計から除

外された「無効回収」の比率は，ほとんどの場合ごく小さい。

３大都市圏では回収率が５０％以上の場合が半数近くを占めている。これに

対して３大都市圏以外では回収率が５０％以上の場合は４分の1程度しかない。

ただ郵送調査の回収率を引き上げる効果を持つとされる督促状の利用は，後に

示すように３大都市圏所在の都市による調査に集中している。

回収を郵送による調査の短所の1つは，｜Ⅱ|収率を引き上げようとすれば，調

査期間が長くなってしまうという点にある。表4-5には，郵送調査の実施期間

の日数を示した。２０日未満の調査だけで全体の約４割を占めており，1カ月未

満では全体の約８割に達している。ｌか月以上の場合は1割強しかない。地域

別にみると，３大都市圏所在の都市による調査の期間は他の地域と比べて短い

ものがやや多い。

郵送調査では当初予定の締切日には回収率が低い水準に留まっているため
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

に，締切日が繰り延べられた場合が多かったのではないかと考えられる。ただ

し，締切日の繰り延べは，調査報告書の「調査の概要」などに明示されていな

い場合にも相当数行われているのではないかと考えられる。

＿般的な内容の調査の場合，窮屈な日程の中で開催される合併協議会．市議

会などに結果を報告する必要がある市町村合併を内容とする調査などの場合と

比べれば日程の余裕があるので，締切日の繰り延べに対する制約は少ない。

このような調査の回収率の水準は調査方法だけでなく対象者の属性と調査内

容にも影響を受けると考えられる。そこで郵送法以外の方法によって実施され

ていた調査が郵送法に最近変更された場合について，その回収率の変化をみて

みよう。表4-6は，変更前後の回収率．対象者数を示したものである。東京都

荒川区（郵送配布・訪問回収）以外は，往復郵送法への変更である。変更の前

後では対象者の年齢の範囲は同一であり，調査内容もほぼ同様のものである。

変更の目的は，経費の節約3）・計画対象者数の拡大などではないかと考えられ

る。計画対象者数の規模の拡大（９例中８例）は，回収率の低下を見込んだ措

置と推測される。変更後の回収率はいずれも大幅に低下しており，その後の年

次も低い回収率で推移している｡調査方式が郵送法に切り替えられた場合には，

特別の工夫がなければ，回収率が以前の方式と比べて低くなる可能性が大きい

といえよう4)。

郵送調査においても他の調査方式と同様に若年層の回収率が他の年齢層より

低くなることは以前から林（2002）などによって指摘されていた。表4-7は，

年齢別回収率の結果が入手できた郵送方式の調査のうち2007年実施分を示し

たものである5)。所在地域．都市の規模などを問わず，何収率はいずれも２０代

が最も低く，年齢が高くなるにつれて高くなるパターンを示している6)。２０代

の回収率が２割未満の場合もある。１０代後半の回収率が20代とは別に示され

ている場合には，２０代よりもやや高い回収率となっている。７０代以上の回収

率は，６０代より低い場合がある。また，男女別では男性の回収率は高齢者の

比率が高い女性の回収率よりも低い。このため回収標本に占める高齢者・女`性

の比率は母集団における比率よりもかなり高い調査が多く，その場合には集計

－８５－
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山円）

結果の代表性には問題が生じるといえよう。表４－７に示した各調査のほか，

2006年以前に実施された郵送調査のうち年齢層別の回収率が入手できたもの

にも若年層が低い傾向がほぼ同様にみられる7)。

若年層の同収率が低い原因については，転居が多い年齢層であるので調査票

が対象者本人に届いていない場合が多いこと，居住地の自治体に対する関心自

体が低いことあるいは自治体行政に対して批判的であることなどが考えられ

る7)。

ここで郵送調査の低くなりがちな回収率を引き上げるために用いられる督促

状の効果についてみてみよう。

今回の検索の結果，郵送調査において督促の実施が確認できたものの数は，

2001年２，２００２年５，２００３年５，２００４年５，２００５年13,2006年20,2007年１５

であった。今回の検索で把握できた調査を見る限り，督促の実施は概ね増加傾

向にあるといえる。また，督促を実施した全国47市区による調査の大半を３

大都市圏に所在する４０市区（東京圏２１，大阪圏14，名古屋圏５）が占めてい

る。

表4-8には，郵送調査全体の回収率と督促の実施が確認できた調査の回収率

を2007年実施分および把握できた全年次の調査について示した。ただし，後

者については実施回数が多い市区による調査の影響を避けるために，複数回実

施している場合は，最新実施分の調査だけの結果に限定した。なお，督促の実

施を調査報告書の「調査の概要」などに明記していない場合もあるのではない

かと推測される。

督促が実施された調査の回収率は，郵送調査全体の回収率よりも高いものが

多い。郵送調査全体では回収率が５０％を超えるものが2007年分および全年次

分ともに約３分の１にすぎないのに対して，督促実施分ではともに約３分の２

を占めている。なお，督促状の発送回数は確認できたものでは，すべて１回だ

けであった。

つぎに，督促状の効果を具体的に知るために回収状況を立ち入ってみてみよ

う。表4-9には日次または週間の回収数を公表している５市による調査の回収
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中小都１１ル特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

表４－８往復郵送調査の回収率の分布

（単位調査件数）

その市・区の最新実施分

E:'臣菫葹三ご｢:1i1Fii 督促実施分率
％
％
％
％
％
％

率
Ｉ
０
０
０
０
０
０

１
１
７
６
５
４
３
２

１

回
一
一
一
一
一
一

回

％
％
％
％
％
％
数
均

印
印
側
別
別
、
総
平

２ｌｎｌ３ｌ０ｌ０ｌ０ｌ旧一一町

状況を示した（東京都西東京市は日次の回収数ではなく週間または３日間の回

収数である)。５市とも調査票の発送日から日数が経過するにしたがって期間

回収数は減少しているが，日次の回収数が利用できる４市では各週の初めには

週末の休日の間の投函による回収数の若干の回復がみられる。５市のうち督促

状を発送した兵庫県川西市・愛知県東海市の調査では，それまで減少していた

回収数が，督促状が発送された数日後にやや回復している。同じく督促状が発

送された西東京市の調査では発送後の回収数は前週の回収数を上回る数となっ

ている。

なお，督促状は各市区の調査報告書の中では「礼状」または「督促兼礼状」

と表現されている場合も多いが，返送を促しているものとして同様に扱っ

た9)。

注

1）

2）

千葉県佐倉市・神奈)||県鎌倉市・兵庫県三木市・'同]篠山市・埼玉県)''’1市。

全１１t帯に配布して郵送Ｍ収した調査票と市の施設の窓l｣で配布・回収した調査
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山H1）
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山H1）

栗を合算して集計している。東京都武蔵野市（2007）

経費がサイト上で公開されている例は少ないが，2007年に実地調査が委託され

て実施された場合の落札額を次に挙げる。東京都江東区による個別面接聴取法

による調査（計両対象者1200人）では３３０万円（税抜き），東京都荒川区によ

る郵送配布・訪問lnl収法による調杏（計画対象者l()００人）では195万円（税

抜き），東京都人工ｆ市による往復郵送調査（計画対象者３０００人，督促実施）

では１１４万円（税抜き），神奈llluiL綾瀬市による往復班|l送調査（計画対象者

3000人，督促実施）では159万１１］（税抜き），愛知県豊ⅢＩＩｊによる往復郵送調

査（計l1hi対象者６５００人，督促実施）では１６０万円（税抜き），兵庫県三田市に

よる往復郵送調査（計画対象者3000人，督促実施）では９８万円（税抜き)。

林（2002）は，「郵送法の最大の弱点は無為無策で行えば返送率が低くなるこ

とである」と指摘している。

愛知県豊田市によるものが，2007年に実施された往復郵送調査では爺も高い|Ⅱ１

収率（６６９％）となっている。この調査では，督促葉書をllpI発送している。

最近実施された全図あるいは都道府県域全体を対象とする郵送調査においても

年齢Ｈ１Ⅱ同|収率には，同様の傾向がみられる。総務省情報通信政策局（2007）長

llliiUrL（2007）また，前田（2005）も南関東地方を対象に2001年と2003年に実

施した調査について同様の傾向を指摘している。

同様の年齢別回収率の傾向は，調査事項が一般的な調査に限らず特定分野の問

題に限定した成人全体を対象とする住民意識調査の回収状況にも，農村色が濃

い町で実施された住民意識調査にもみられる。新潟県｣二越巾（2001）・倉敷市

選挙管理委員会（2006）・静岡県富士市（2004）・神奈lllﾘiL二宮町（2005）・福

島県浪江町（2004）

表1-2において紹介した読売新聞社による調査でも若年層は他の年齢層と比べ

て批判的な意見の比率が高かった。

｢はがき」が多く，ごく簡単な内容と推測される。

3）

4）

5）

6）

7）

8）

9）

5．むすびにかえて

以.上の考察から各調査において採用されている調査方法は，調査主体が置か

れている条件，すなわち各自治体が投入できる「資源」（資金・人員など）・

対象者である住民の予想される協力度および必要とされている調査結果の形

態・入手可能時期などに対応したものといえる。また，近隣の都市による調査

－９１－



中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

と調査方法・調査の名称が類似している場合が多い。これは，都市としての規

模などが似通った近隣都市による実施例を調査の企画時に参考にしていること

や同一の委託先が実地調査を担当していることなどが作用しているのであろ

う。

さらに，調査票の回収状況は採用されている調査方法に概ね対応したものと

なっている。

全体として所在地域ごとに，また都市の規模ごとに実施方法・回収状況に類

似性が認められる。

本稿における回収率の水準などに関する考察は，入手できた情報の制約'）も

あり，全般にごく初歩的な段階にとどまっている。何収率の水準に影響を与え

ていると考えられる要因のうち質問の内容2)については，総合計画関連か否か

に触れた程度であり，立ち入って分析することができなかった。また，調査の

実施周期・市区内の地区別の回収率の水準の相違・実施経費・実地調査の委託

の有無および委託先3）．質問の量および形式．調査結果の時系列比較の可能

性・調査結果の公表方法（独立報告書・総合計画関連の文書に収録か，概要を

広報紙に掲載だけかなど）・実地調査から公表までの期間などについても取り

上げることができなかった。より網羅的な検索を早い機会に行って，これらの

点に再度取り組みたい。

最後に，今回の検索によって把握した個別調査の明細に関する情報に触れて

おこう。1999年以降実施分の調査結果を収録するサイトへは，リンク集を筆

者の個人サイト（http://hometO6jtscomnet/ecyamada/）に設けている。また，

2007年実施分の各調査については付表に明細を掲げた。

注

l） 郵送調査における返送先が市区役所か委託先か，督促状発送日，締め切りの繰

I)延べの有Ｉ砥など実地調査の細部に関する情報の提供は少ない。

調査事項は，調査主体である各自治体当局の直接的な利用目的に沿ったもので

あるため，調査主体以外の利用者が調査結果を利用する際には制約がある場合

が多い。

2）

－９２－



中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

インターネット・サイトに収録された「調査の概要」などに委託先を|ﾘ]示して

いる場合は少ない。「世論調査年鑑」掲載の情報によれば，委託先はコンサル

ティング会社が目立つ。2005年度実施分では市区による787件の全調査（特定

分野の問題を調査主題とする調査を含む）のうち454件の実施が別機関に委託

されている。内閣府政府広報室（2007）

3）
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山田）

付表全国市区２００７年実施住民意識調査

特定分野の問題を扱った調査・対象者が特定属`性である調査・応募者対象のモニター調

査は除外。複数回実施の場合は，最後に実施したものだけを表示。

市区の名称調査の名称調査方法日

数

督対象者の年齢外

促下限上限国

対象者数

計画回収

Oｌ北海道

札幌アンケート調査＊＃

小樽意向調査ｐ

帯広意向調査ｐ

網走アンケート

稚内意識調査

江別アンケートp

O2青森県

青森意識調査ｐ

弘前世論調査p

O3岩手県

盛岡意識調査

奥州アンケート

久慈満足度調査p

O4宮城県

白石満足度調査

岩沼満足度調査p

O5秋田県

能代意識調査

鹿角意識調査ｐ

大仙市民による評価

07福島県

南相馬意識調査ｐ

Ｏ８茨城県

石岡満足度調査ｐ

龍ケ崎アンケートｐ

笠間意向調査ｐ

取手アンケートｐ

牛久満足度調査

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

５
９
８
３
９
１

２
１
３
２
２
２

０
８
０
０
８
０

２
１
２
２
１
２

10000

３０００

３０００

２０００

２０００

２０００

5０１８

１２６１

１１４４

８１２

７８０

８７５

往復郵送

訪配・訪回

2４ １６

１６

3000１２５１

２３００２０９２

往復郵送

訪配・訪回

往復郵送

1２

０
８
０

２
１
２

4740

3053

1600

2２１７

２６６５

４０８2１

往復郵送

往復郵送

1２

３５

2０

１６

1０００

１４４５

474

6227５

往復郵送

併用

往復郵送

1２ 1８

１８

２０

1２００

１５００

１００６

５２９

１０５０

３６９

7４

1６

往復郵送 3000１００８1５ 1８

往復郵送

往復郵送

不}Ⅲ

往復郵送

往復郵送

4000

2000

2000

2000

3000

1２１９

９９４

不明

1２２４

１２４０

２
８
０
０
７

２
１
２
２
２

８
８
０
０
０

１
１
２
２
２

－９６－



中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（'１１１１１）

潮来意識調査ｐ

守谷アンケートp

O9栃木県

宇都宮世論調査

真岡意識調査ｐ

ｌＯ群馬山し

前橋アンケート調査ｐ

高崎意識調査ｐ

太田満足度アンケート

不明

往復郵送

2500１０５８

３０００１２５８

2０

２０

９
７
１
１

往復郵送

往復郵送

3７１７２１２３

２０００７７３

１８

不明

2０

１５

7９

往復郵送

往復郵送

往復郵送

5000

5000

4051

2745

2129

1253

1５

１８

２２

５
０
０

１
２
２

1l埼玉UfL

さいたま意識調査

川越アンケート

所沢意識調査ｐ

東松１１１意識調査ｐ

春日部意識調査ｐ

越谷世論調査

蕨意識調査ｐ

戸田満足度調査

和光意識調査ｐ

北本意識調査ｐ

八潮意識調査ｐ

吉川意識調査

１２干葉県

船橋意識調査

木更津意識調査ｐ

市原意識調査

八千代満足度調査ｐ

我孫子アンケートｐ

君津意識調査ｐ

浦安意識調査

袖ヶ浦意識調査ｐ

印両意識調査

香取満足度調査ｐ

ｌ３東京都

千代田区世論調査

中央区世論調査

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

訪配・郵回

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

2５７３

１１６１

８３１

１１３０

１２９５

１９９８

１１０４

１４１０

６７４

１０７２

６８２

５０７

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

５
３
２
２
３
５
３
３
２
２
２
１

０
８
０
０
０
０
０
０
０
８
０
０

２
１
２
２
２
２
２
２
２
１
２
２

４
２
０
１
７
２

１
１
２
２
１
２

合

督

２０

１８

１５督

不明

２２

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

１８督

１６

１８

１３

１４

１２

１８督

1７督

５１

不Iﾘ］

０
０
０
７
０
０
０
０
０
０

０
０
０
８
０
０
０
０
０
０

０
０
６
９
０
５
０
０
０
５

３
２
５
２
５
２
３
３
３
２

１５００

１１２５

３１９２

１２６９

２１９３

１５３９

１５９２

１９1０

１４０６

１２１２

０
０
６
０
８
０
０
０
０
６

２
２
１
２
１
２
２
２
２
１

合

往復郵送１５

郵配・訪回

2０

２０

2000

1000

824

686
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中小都市・特別区などによる住民意識調査の実施状況の地域別特徴（山H]）邨
舸
村
封
睡
州
癖
僻
跡
砒
椒
洲
跡
鈍

llf論調杏

意識調査

意識調査

lIt論調査

世論調査

意識調査

意識調査

意識調介

意lib]調脊

世論調査

満足度調査

意識意|ｲﾘ調査

世論調査

'1t論調査

往復郵送１５

往復郵送２０

郵配・訪'１１１

面接

往復郵送２５

郵配・訪'''１

往復郵送不明

郵配・訪'''１

郵配・訪|''｜

郵配・訪''１

往復郵送１４

郵配・訪川

往復郵送不明

訪'1112．訪'''１

合

０
０
０
０
０
０
０
０
８
０
０
０
０
０

２
２
２
２
２
２
２
２
１
２
２
２
２
２

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
５
０
２
０
０
０
３
４
０
０
０
０
６

２
２
１
１
３
２
３
１
１
１
２
１
３
１

８２９

１１４０

６３１

９３５

１４６７

１４１２

１９０３

１１０４

１０９６

７４４

９７３

８８３

１４７５

１２４１

7９

八王子一世論調査

武蔵野意識調査＊

三鷹意向調査ｐ

府中１１t論｢jHl森

昭島意識調査

調布意識調査

小平世論調査

東久留米世論調査

多摩世論調査

西東京意識捌森ｐ

ｌ４神奈川県

横浜意識調査

鵬ⅢⅢ意識調査

磯子区意識調査

戸塚区意識調査

港南区満足度調査

緑区意識調査

青葉区意識調査

川崎アンケート＃

横須賀アンケートｐ

平塚実態調査

往復郵送

訪配・jilIllil

往復郵送

iili接

郵配・訪'''’

性復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

０
帯
５
０
６
０
０
０
０
８

２
吐
１
２
１
２
２
２
２
１

督
督

3000

70000

３５００

１０００

１０００

３０１７

２０００

２０００

３０００

５０００

1780

9984

1650

８９２

８０１

１３１６

１１５９

８２８

１６３５

２４１８

1５

2９

７
５
１
２
４

１
１
２
２
１

面接

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

往復郵送

含
含

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
５
０
０
０
０
０
０
０

５
３
３
３
２
３
３
３
２
３

3698

1300

1806

1410

７８３

１２７１

１５８８

１３０９

６５６

１４２２

2０

２０

２０

１６

２０

２０

１６

２０

１５

２０

１８

１６督

不Ｕｌ

ｌ７

不明

不明

１６督

２６

不明

含

合
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''１小都｢|ｊ・特別匹などによる住民意識iIil査の実施状況の地域別特徴（II1H1）

鎌倉意識調査ｐ 往復郵送ｌ５

藤沢満足度調査ｐ 往復郵送２２

茅ケ崎アンケートｐ 往復郵送１９

ホ１１模原ｌｌｔ論調査往復郵送２３

厚木意識調査往復郵送不明

海老名意識調査往復郵送ｌ２

綾瀬満足度調査往復郵送２２

１５新潟県

新潟世論調査往復郵送１２

三条iiMi足度iilm査往復郵送２１

．舵 意識調査ｐ 往復郵送ｌ６

五泉意向調査ｐ 往復郵送不ＩⅢ

阿賀野意識調査ｐ 往復郵送２１

１６富山県

魚津意識調査ｐ 往復郵送２０

南砺アンケートｐ 往復郵送不[ﾘ１

１７石川！｢し

七尾アンケートｐ 往復郵送不明

小松意向アンケートｐ往復郵送５８

１８福井県

禰井意識調杏ｐ 往復郵送１３

２O長野県

岡谷アンケートｐ 往復郵送４l

諏訪満足度調査ｐ 往復郵送１５

須坂満足度・重要度調査ｐ往復郵送２２

イ､諸意識調査ｐ 往復郵送２７

駒ケ根意識調脊ｐ 往復郵送ｌ９

茅野アンケートｐ 往復郵送ｌ９

２１岐阜U,Ｌ

多治見意識調査往復郵送２２

２２静岡！｢し

静岡意識調査往復郵送２１

浜松アンケート往復郵送不Ⅲ］

沼津意識調査往復郵送１４

三烏意識調査ｐ 往復郵送１９

富士官アンケート往復郵送２０

1060

1499

1817

1532

3006

1280

1508

０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
２
０
０

２
３
３
３
７
２
３

督
督

５
２
９
３
明
２
２

１
２
１
２
不
’
２

８
０
０
０
５
８
０

１
２
２
２
１
１
２ 合

０
８
８
０
０

２
１
１
２
２

4000

3000

5000

3000

3000

2２９９

１２２７

３１０１

９６７

１１４７

2０

１８

1０００516

3000１６４４7４

3000１１６１
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南島原意向調査ｐ 往復郵送３７１８４５００１５０３

４３熊本県

熊本アンケートｐ 往復郵送１６２０ 含100005126

上天草意識調査不明２２２０３０００１２５４

合志意識調査ｐ 往復郵送２４１８７４３０００１２６５

４４大分県

中津意識調査ｐ 往復郵送４４１８50001692

45宮崎県

日南意識調査ｐ 往復郵送不明２０１９８２731

46鹿児島県

鹿児島意識調査ｐ 往復郵送５５２０５０００２０３２

鹿屋意識調査ｐ 往復郵送１７１６３０００９８９

注「＊」は別名称の調査の実施に,「＃」は|可一名称の調査の複数回実施。「P」は総合計

画関連。

「訪配・郵lp1」は訪問配布・郵送ｌｎ１収。「訪配・訪|Ⅱ1」は訪問配布・訪問回収。

「郵配・訪阿」は郵送配布・訪問回収〔［督」は郵送法での督促実施。

「日数」は往復郵送法の調査だけを示したr，「含」は外国籍住民を対象に含む調査。

－１０２－
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